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○ 事業別一覧（4～6頁）は、各事業ごとの事業概要をまとめたものです。

○ 主要課題ごとのまとめ（7頁）は、成果指標に係るe-モニターアンケートの結果、及び、
達成率を掲載しています。　　※達成率（％）　＝　結果　÷　目標値

○ 8～22頁は、各事業ごとの実績報告書です。

○ 所管課自己評価について
進行管理事業について、目標数値とその実績から4段階で評価しています。

□ ：　十分達成できた
□ ：　概ね達成できた
□ ：　やや不十分だった
□ ：　不十分だった

∞年次報告に関する説明∞

　本報告は、 市川市男女共同参画基本計画に基づく「第6次実施計画」の一部分である「第3次ＤＶ防
止実施計画｣に記載されている進行管理事業について、市川市男女共同参画社会基本条例第9条第1項に
定める平成29年度の進捗状況を表した「年次報告書」です。
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第3次ＤＶ防止実施計画の体系図

Ｄ

Ｖ

の

根

絶

ＤＶを許さない社会づくり

基本目標基本理念 取組の方向 事 業

安全で安心できる

相談体制の充実

実効性のある

自立支援の充実

DV根絶の推進体制

基本目標 Ⅰ

基本目標 Ⅱ

基本目標 Ⅲ

基本目標 Ⅳ

２ ＤＶ予防教育の推進

１． 相談窓口の周知活動
２． ＤＶ根絶強化月間の実施

３．人権擁護委員との協働
４．学校におけるデートＤＶ、ストーカーの予防啓発

５． 関係部署に向けた啓発
６． 教育現場の職員に向けた啓発
７． 通報への的確な対応

１６．DV相談担当職員のスキルアップ研修

２６．家庭等における暴力等対策ネットワーク会議
の実施

２７．ＤＶ被害者の保護及び支援に関する会議の実施
２８．個別ケース検討会議の実施
２９．支援団体との連携

２３．子どもの心のケア・発達支援のための
関係部署・関係機関との連携

２４．就学における支援
２５．保育園等の入園における支援

１７．生活再建に必要なＤＶ相談証明書の発行
１８．就労に向けた支援
１９．施設等退所後に居住する自治体等への情報提供
２０．保護命令申立てに関する助言・支援
２１．訪問面接の実施
２２．同行支援の実施

８．支援計画による情報共有
９．女性弁護士による無料法律相談の実施

１０．外国人への相談の配慮
１１．高齢者・障がい者への相談の配慮
１２．被害者の個人情報の適切な管理
１３．相談員ケース検討会議の実施

重点

１４．警察との連携強化
１５．緊急一時保護の実施

重点

重点

新規

新規

重点

８ 子どもに関する支援

９ 関係機関・関係部署との連携

７ 被害者の生活再建支援

６ 職務関係者の資質向上

５ 被害者の安全確保

４ 相談業務の充実

３ ＤＶ被害者の発見

１ ＤＶ防止の啓発
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■事業別一覧

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

［新規］
学校におけるデートＤＶ、ストー
カーの予防啓発

教育委員会や学校と連携し、学校の教職員や生徒を対象に、デートＤＶやストーカーの予防啓発に取り組みます。

人権擁護委員との協働
人権擁護委員と協働し、小学生（市立小学校３９校）を対象に人権教室を毎年３９校、中学生（市立中学校１６校）を対象
に人権講演会を毎年２校行います。

関係部署に向けた啓発
市役所内の窓口でＤＶ被害者を発見した場合、速やかに相談窓口を案内できるよう、職員に向けて「ＤＶとは何か」、「被
害者を発見したときの対応方法」などがわかるような啓発を実施します。

通報への的確な対応

教育現場の職員に向けた啓発
教育現場でＤＶ被害者を発見した場合、速やかに相談窓口を案内できるよう小中学校、幼稚園、保育園の職員に向けて「Ｄ
Ｖとは何か」、「被害者を発見したときの対応方法」などがわかるような啓発を実施します。

 基本目標Ⅱ　安全で安心できる相談体制の充実

事業名 事業概要

ＤＶ根絶強化月間の実施
本市は、内閣府が主唱する「女性に対する暴力をなくす運動」に併せた取り組みとして、毎月１１月をＤＶ根絶強化月間と
位置づけ、子育て世代やＤＶについての認識が薄いシニア世代など、様々な世代に向けてＤＶ防止の啓発を行います。

[重点]
相談窓口の周知活動

相談窓口の周知のため、案内チラシ・カードを関係部署の窓口に配布します。また、外国人への周知として、５ヶ国語（英
語・中国語・韓国語・タガログ語・スペイン語）に対応した案内チラシ・カードも配布します。

 取組の方向１　ＤＶ防止の啓発

№

 基本目標Ⅰ　ＤＶを許さない社会づくり

 取組の方向２　ＤＶ予防教室の推進

 取組の方向３　ＤＶ被害者の発見

 取組の方向４　相談業務の充実

[重点]
支援計画による情報共有

個々のケースの状況に配慮し支援計画を立てます。女性相談員やＤＶ担当職員が相談者に関する情報や支援方法を共有し、
支援体制を強化します。

[重点]
外国人への相談の配慮

ＤＶ被害を受けている外国人への相談を行います。言葉の壁がある外国人ＤＶ被害者には通訳を依頼できるような相談体制
の整備に取り組みます。

女性弁護士による無料法律相談の
実施

離婚や調停など法的支援についての助言が必要な場合には、女性弁護士が無料法律相談を実施します。

市民や医療機関、警察等からの通報に対しては、ＤＶ被害者が加害者に知られることなく、安全に相談できるように通報者
と連携するとともに、その状況が緊急または重篤である場合には、医療機関、警察等に出向き、相談を実施し、ＤＶ被害者
の早期発見に努めます。
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事業名 事業概要№

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

 取組の方向５　被害者の安全確保

 取組の方向６　職務関係者の資質向上

相談員ケース検討会議の実施 支援が困難なケースや危険度の高いケース等の情報共有および支援方法の検討を行い、相談体制の強化を図ります。

警察との連携強化
加害者から追及される危険性が高いＤＶ被害者および同伴する子どもについて、警察と緊密に連携をとりながら安全確保を
図ります。

被害者の個人情報の適切な管理 「市川市個人情報保護条例」に基づき、ＤＶ被害者の個人情報の適切な管理を行います。

高齢者・障がい者への相談の配慮
高齢者および身体・知的・精神など障がいのあるＤＶ被害者（虐待被害者を含む）に配慮した相談を行います。必要に応じ
て関係部署と連携し、迅速な対応を図ります。

就労に向けた支援

ＤＶ相談担当職員のスキルアップ
研修

相談にきめ細やかに対応するため知識の習得、潜在している危険性を見抜く力、各種法的制度の理解など、ＤＶ相談担当職
員が国や県等が主催する研修会に積極的に参加し、スキルアップを図ります。

 基本目標Ⅲ　実効性のある自立支援の充実

安全確保の緊急対応が必要な場合は、一時保護施設等に依頼し、ＤＶ被害者および同伴する子どもを一時保護します。緊急一時保護の実施

 取組の方向７　被害者の生活再建支援

就労支援に関するセミナー等を実施します。また、千葉県が実施する講座やハローワークを活用できるよう就労支援に関す
る情報提供も行います。

施設等退所後に居住する自治体等
への情報提供

一時保護施設退所後の継続的な自立支援の一つとして、ＤＶ被害者とその子どもの状況に応じて、居住する自治体等に情報
提供を行います。

生活再建に必要なＤＶ相談証明書
の発行

住民基本台帳の閲覧制限、児童手当の受給者変更、保険の離脱・加入等のために必要なＤＶ相談証明書を発行します。

同行支援の実施
ＤＶ被害者および同伴者に必要な病院の受診や母子生活支援施設の見学、施設入所のための面接など日常生活や生活再建に
必要な同行支援を行います。

訪問面接の実施
ＤＶ被害者の状況に応じて、女性相談員またはＤＶ担当職員が訪問面接し、ＤＶ被害者の心情整理や自立に向けた支援を行
います。

保護命令申立てに関する助言・支
援

保護命令の申立てや申立書の記載方法についての助言や支援を行います。
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事業名 事業概要№

23

24

25

26

27

28

29

 取組の方向８　子どもに関する支援

[新規]
支援団体との連携

ＤＶ被害者の支援のための活動をしている団体と連携し、ＤＶ防止の啓発活動やＤＶ被害者支援のための事業を行います。

[重点]
家庭等における暴力等対策ネット
ワーク会議の実施

ＤＶ、児童虐待、高齢者虐待、障がい者虐待等の家庭における様々な暴力に対応するため、関係機関で構成されるネット
ワーク会議の代表者会議を開催し、情報の共有化を図るとともに連携を強化します。

ＤＶ被害者の保護及び支援に関す
る会議の実施

ＤＶ被害者支援のため、関係機関・関係部署との個別ケースの支援方針の確立、支援の経過報告およびその評価を行い、新
たな情報を共有することを目的とした会議を開催します。

就学における支援
教育委員会と連携し、ＤＶ被害者の子どもの転校における支援を行います。また、学校に加害者の追及がある場合には、対
応についての助言を行います。

子どもの心のケア・発達支援のた
めの関係部署・関係機関との連携

ＤＶ被害者の子どもの心のケアおよび健やかな発達を支援するため、必要に応じて関係部署や児童相談所と連携を図りま
す。

 基本目標Ⅳ　ＤＶ根絶の推進体制

個別ケース検討会議の実施 ＤＶ被害者支援のための情報の共有および関係機関・関係部署との個別ケースの相互連携を目的とした会議を開催します。

保育園等の入園における支援
ＤＶ被害者が生活再建のために就労できるよう、必要に応じてＤＶ相談証明書を発行し、同伴する子どもの保育園等の入園
のための支援を行います。また、保育園等に加害者の追及がある場合には、対応についての助言を行います。

 取組の方向９　関係機関・関係部署との連携
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■基本目標ごとのまとめ

（基本目標ごとに設定した成果指標について）

※市川市ｅ－モニター制度によるアンケート結果を成果指標としています。

結果(上段)/目標値(下段) 達成率 結果(上段)/目標値(下段) 達成率 結果(上段)/目標値(下段) 達成率

90.9%

95％以上 95％以上 95％以上

54.2%

50％ 55％ 60％

48.4%

30％ 33％ 36％

77.5%

80％ 83％ 86％

Ⅳ ＤＶ根絶の推進体制
市の行政支援に期待す
る人の割合

本市のＤＶに関する支
援について知っている
人の割合

27％

(平成28年度)

78％

(平成28年度)

108.4%

161.3%

96.9%

平成29年度 平成30年度 平成31年度

95.7%

基本目標 成果指標 現状値

Ⅱ 安全で安心できる
　相談体制の充実

Ⅲ 実効性のある
　自立支援の充実

本市にＤＶに関する相
談窓口があることを
知っている人の割合

47％

(平成28年度)

Ⅰ ＤＶを許さない
　社会づくり

DVを知っている人の
割合

92％

(平成27年度)
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基本目標Ⅰ　ＤＶを許さない社会づくり

　　取組の方向１　ＤＶ防止の啓発

事業概要

目標

年度

　項目

所管課
自己評価

目標数値

実績

相談窓口の周知のため、案内チラシ・カードを関係部署の窓口に配布
します。また、外国人への周知として、５ヶ国語（英語・中国語・韓
国語・タガログ語・スペイン語）に対応した案内チラシ・カードも配
布します。

現状
(平成27年度)

事業名 [重点]　相談窓口の周知活動
№ 1

所管課 男女共同参画課

平成29年度 平成30年度
平成31年度
(第3次DV防止

実施計画最終年度)

—

　配布箇所数

取組状況

今後の課題等

チラシ・カードの配布、広報いちかわ（11月1週号）
「ＤＶ根絶強化月間」記事での広報、市公式Webサイト
での案内を実施した。チラシ・カードの配布先は以下のと
おり。

【配布先】
・市民窓口となる庁内各課　37課／・市内公民館　16館
・仮本庁舎（女性トイレ）　4箇所
・ニッケコルトンプラザ（授乳室）　２箇所
・イオン南行徳店（女性トイレ、授乳室）　９箇所

庁外施設等への配布を拡大する。

70箇所 68箇所

— 70箇所以上 70箇所以上 70箇所以上

概ね達成できた

基本目標Ⅰ　ＤＶを許さない社会づくり

　　取組の方向１　ＤＶ防止の啓発

事業概要

目標

年度

　項目

所管課
自己評価

目標数値

実績

事業名 ＤＶ根絶強化月間の実施
№ 2

所管課 男女共同参画課

本市は、内閣府が主唱する「女性に対する暴力をなくす運動」に併せ
た取り組みとして、毎年１１月をＤＶ根絶強化月間と位置づけ、子育
て世代やＤＶについての認識が薄いシニア世代など、様々な世代に向
けてＤＶ防止の啓発を行います。

現状
(平成27年度)

平成29年度 平成30年度
平成31年度
(第3次DV防止

実施計画最終年度)

　啓発活動回数

— 十分達成できた

— 1回 1回 1回

今後の課題等
・子育て世代やシニア世代に効果的な啓発方法を考える。

・加害者の気づきにつながる啓発方法を研究する。

1回 6回

取組状況

以下の啓発を実施した。
・広報いちかわ（11月1週号）での広報
・市公式Webサイトでの広報
・公共デジタルサイネージでの広報
・男女共同参画センター情報紙「ウィズレター」での広報
・市内自治会掲示板でのポスター掲示
・ＤＶ被害者サポーター養成講座の実施
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基本目標Ⅰ　ＤＶを許さない社会づくり

　　取組の方向２　ＤＶ予防教育の推進

事業概要

目標

年度

　項目

所管課
自己評価

目標数値

実績

事業名 人権擁護委員との協働
№ 3

所管課 男女共同参画課

人権擁護委員と協働し、小学生（市立小学校３９校）を対象に人権教
室を毎年３９校、中学生（市立中学校１６校）を対象に人権講演会を
毎年２校行います。

現状
(平成27年度)

平成29年度 平成30年度
平成31年度
(第3次DV防止

実施計画最終年度)

　実施校数

— 十分達成できた

— 41校 41校 41校

今後の課題等
児童や生徒が在学中に人権教室や人権講演会を受講できる
よう学校と連携しながら実施に努める。

41校 41校

取組状況

市内公立小学校39校186学級で人権教室を実施し、前年
度と比べ、14学級減少した。減少の理由は、小学校から
依頼される学級数が減少したことによるもの。
また、中学校2校で人権講演会を実施した。
そのほか、幼稚園1園で人権啓発活動を実施した。

基本目標Ⅰ　ＤＶを許さない社会づくり

　　取組の方向２　ＤＶ予防教育の推進

事業概要

目標

年度

　項目

所管課
自己評価

目標数値

実績

事業名
[新規]　学校におけるデートＤＶ、
ストーカーの予防啓発

№ 4

所管課 男女共同参画課

教育委員会や学校と連携し、学校の教職員や生徒を対象に、デートＤ
Ｖやストーカーの予防啓発に取り組みます。

現状
(平成27年度)

平成29年度 平成30年度
平成31年度
(第3次DV防止

実施計画最終年度)

　啓発活動回数

— 十分達成できた

— 1回 1回 1回

今後の課題等
生徒だけでなく学校職員についても、デートＤＶについて
正しく理解し適切な対応が取れるよう継続的に啓発してい
く必要がある。

1回 1回

取組状況

平成25年度から市内の高校の生徒にデートＤＶのリーフ
レットを配布している。
平成29年度は、市内の高校（15校）の1年生にデートＤ
Ｖのリーフレットを配布した。
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基本目標Ⅰ　ＤＶを許さない社会づくり

　　取組の方向３　ＤＶ被害者の発見

事業概要

目標

年度

　項目

所管課
自己評価

目標数値

実績

事業名 関係部署に向けた啓発
№ 5

所管課 男女共同参画課

市役所内の窓口でＤＶ被害者を発見した場合、速やかに相談窓口を案
内できるよう、職員に向けて「ＤＶとは何か」、「被害者を発見した
ときの対応方法」などがわかるような啓発を実施します。

現状
(平成27年度)

平成29年度 平成30年度
平成31年度
(第3次DV防止

実施計画最終年度)

　市役所内の職員に向けた情報発信回数（啓発メール）

— 十分達成できた

— 1回 1回 1回

今後の課題等 ＤＶ相談窓口について全職員が共通認識をもつ。

— 2回

取組状況

全職員を対象に情報レターを配信した。記事内容は「ＤＶ
とは何か（ＤＶ防止法によって守られる被害者とは）」、
「ＤＶ被害者の相談窓口紹介」等とした。
その他、戸籍等の窓口職員の研修会に参加し、ＤＶ被害に
ついての説明や、相談窓口を紹介できるよう情報提供を
行った。

基本目標Ⅰ　ＤＶを許さない社会づくり

　　取組の方向３　ＤＶ被害者の発見

事業概要

目標

年度

　項目

所管課
自己評価

目標数値

実績

事業名 教育現場の職員に向けた啓発
№ 6

所管課 男女共同参画課

教育現場でＤＶ被害者を発見した場合、速やかに相談窓口を案内でき
るよう小中学校、幼稚園、保育園の職員に向けて「ＤＶとは何か」、
「被害者を発見したときの対応方法」などがわかるような啓発を実施
します。

現状
(平成27年度)

平成29年度 平成30年度
平成31年度
(第3次DV防止

実施計画最終年度)

　教育現場の職員に向けた情報発信回数（啓発ペーパー）

— 十分達成できた

— 1回 1回 1回

今後の課題等 私立の教育現場職員への啓発

1回 1回

取組状況

市立の教育現場職員を対象に情報レターを配布した。記事
内容は「ＤＶとは何か（ＤＶ防止法によって守られる被害
者とは）」、「ＤＶ被害者の相談窓口紹介」等とした。配
布先は以下のとおり。

【配布先】
・市立小中特別支援学校　56校
・市立保育園、幼稚園　　28校
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基本目標Ⅰ　ＤＶを許さない社会づくり

　　取組の方向３　ＤＶ被害者の発見

事業概要

報告

年度

　項目

所管課
自己評価

目標数値

実績報告値

事業名 通報への的確な対応
№ 7

所管課 男女共同参画課

市民や医療機関、警察等からの通報に対しては、ＤＶ被害者が加害者
に知られることなく、安全に相談できるように通報者と連携するとと
もに、その状況が緊急または重篤である場合には、医療機関、警察等
に出向き、相談を実施し、ＤＶ被害者の早期発見に努めます。

現状
(平成27年度)

平成29年度 平成30年度
平成31年度
(第3次DV防止

実施計画最終年度)

　市民や医療機関からの通報件数

— 十分達成できた

— —

今後の課題等
ＤＶ被害者の希望に応じて、速やかに面接を実施するため
の相談体制を整備する。

7件 1件

取組状況
心理療法の専門機関からの通報が1件あった。
ＤＶ被害者が相談に繋がることができるよう、通報者に相
談の案内をした。

基本目標Ⅱ　安全で安心できる相談体制の充実

　　取組の方向４　相談業務の充実

事業概要

報告

年度

　項目

所管課
自己評価

目標数値

実績報告値

事業名 [重点]　支援計画による情報共有
№ 8

所管課 男女共同参画課

個々のケースの状況に配慮し支援計画を立てます。女性相談員やＤＶ
担当職員が相談者に関する情報や支援方法を共有し、支援体制を強化
します。

現状
(平成27年度)

平成29年度 平成30年度
平成31年度
(第3次DV防止

実施計画最終年度)

　支援計画に基づき会議を実施したケース数

— 十分達成できた

— —

今後の課題等
相談に関わる職員がケースの状況を把握しやすい支援経過
記録を作成する。

21ケース 11ケース

取組状況
緊急避難ケースについて、自立に必要な支援を考えた。
個々の状況に応じて適切な支援機関につなぎ、支援機関と
情報共有しながら対応した。
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基本目標Ⅱ　安全で安心できる相談体制の充実

　　取組の方向４　相談業務の充実

事業概要

報告

年度

　項目

所管課
自己評価

目標数値

実績報告値

事業名 女性弁護士による無料法律相談の実施
№ 9

所管課 男女共同参画課

離婚や調停など法的支援についての助言が必要な場合には、女性弁護
士が無料法律相談を実施します。

現状
(平成27年度)

平成29年度 平成30年度
平成31年度
(第3次DV防止

実施計画最終年度)

　弁護士相談件数

— やや不十分だった

— —

今後の課題等 相談窓口を周知し、利用者の増加・拡大を図っていく。

133件 122件

取組状況

女性弁護士が法的な問題に関する相談に応じた。

【相談時間】毎週水曜日１３時～１７時（１日最大５名）
（男女共同参画センター休館日を除く）

基本目標Ⅱ　安全で安心できる相談体制の充実

　　取組の方向４　相談業務の充実

事業概要

目標

年度

　項目

所管課
自己評価

目標数値

実績

事業名 [重点]　外国人への相談の配慮
№ 10

所管課 男女共同参画課

ＤＶ被害を受けている外国人への相談を行います。言葉の壁がある外
国人ＤＶ被害者には通訳を依頼できるような相談体制の整備に取り組
みます。

現状
(平成27年度)

平成29年度 平成30年度
平成31年度
(第3次DV防止

実施計画最終年度)

　ＤＶ被害者の支援者を養成する講座の実施回数

— 十分達成できた

— 1回 1回 1回

今後の課題等
言語が理由で面接相談に支障がでないよう、ＤＶについて
正しい理解のある通訳者の派遣を依頼していく。

— 2回

取組状況
通訳者が在籍する市内の国際交流団体の方を中心に、ＤＶ
についての正しい知識を得るためのＤＶ被害者サポーター
養成講座を全2回実施した。総参加者数は24名。
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基本目標Ⅱ　安全で安心できる相談体制の充実

　　取組の方向４　相談業務の充実

事業概要

報告

年度

　項目

所管課
自己評価

目標数値

実績報告値

事業名 高齢者・障がい者への相談の配慮

№ 11

所管課
男女共同参画課、介
護福祉課、障害者支
援課

高齢者および身体・知的・精神など障がいのあるＤＶ被害者（虐待被
害者を含む）に配慮した相談を行います。必要に応じて関係部署と連
携し、迅速な対応を図ります。

現状
(平成27年度)

平成29年度 平成30年度
平成31年度
(第3次DV防止

実施計画最終年度)

　65歳以上の高齢者および障がい者の相談件数（延べ件数）

— 十分達成できた

— —

今後の課題等 相談に関わる職員が支援機関について広く情報を得る。

85件 38件

取組状況
個々の状況に応じて支援者同伴での相談に応じた。また、
相談内容に応じて適切な支援機関につなぎ、支援機関と情
報共有しながら対応した。

基本目標Ⅱ　安全で安心できる相談体制の充実

　　取組の方向４　相談業務の充実

事業概要

報告

年度

　項目

所管課
自己評価

目標数値

実績報告値

事業名 被害者の個人情報の適切な管理
№ 12

所管課 男女共同参画課

「市川市個人情報保護条例」に基づき、ＤＶ被害者の個人情報の適切
な管理を行います。

現状
(平成27年度)

平成29年度 平成30年度
平成31年度
(第3次DV防止

実施計画最終年度)

　管理体制について

— 十分達成できた

— —

今後の課題等
相談に関わる職員が個人情報の取り扱いついて正しい認識
を持って対応する。

— —

取組状況

相談者の個人情報や相談内容に関して、適切な管理に努め
ている。
相談者の自立のために支援機関につなぐことが必要な場合
においては、相談者の同意を得た上で、支援機関へ情報提
供している。
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基本目標Ⅱ　安全で安心できる相談体制の充実

　　取組の方向４　相談業務の充実

事業概要

目標

年度

　項目

所管課
自己評価

目標数値

実績

事業名 相談員ケース検討会議の実施
№ 13

所管課 男女共同参画課

支援が困難なケースや危険度の高いケース等の情報共有および支援方
法の検討を行い、相談体制の強化を図ります。

現状
(平成27年度)

平成29年度 平成30年度
平成31年度
(第3次DV防止

実施計画最終年度)

　相談実施回数

— 十分達成できた

— 12回 12回 12回

今後の課題等
いつ相談を受けても状況に応じた対応が可能になるよう、
週1回の会議を継続して実施する。

12回 19回

取組状況

相談者の状況に応じた相談を実施するため、相談に関わる
職員全体で情報共有や検討を行い、職員が連携して対応で
きるようにしている。
平成29年12月より、月1回を週1回に変更し、情報共有
回数を増やした。

基本目標Ⅱ　安全で安心できる相談体制の充実

　　取組の方向５　被害者の安全確保

事業概要

報告

年度

　項目

所管課
自己評価

目標数値

実績報告値

事業名 警察との連携強化
№ 14

所管課 男女共同参画課

加害者から追及される危険性が高いＤＶ被害者および同伴する子ども
について、警察と緊密に連携をとりながら安全確保を図ります。

現状
(平成27年度)

平成29年度 平成30年度
平成31年度
(第3次DV防止

実施計画最終年度)

　警察と連携した件数（延べ件数）

— 十分達成できた

— —

今後の課題等
警察と円滑に連携ができるよう、警察で受けられる支援に
ついて会議等で情報共有を図る。

15件 13件

取組状況
緊急避難が必要な場合に、警察と連携し、DV被害者及び
その子どもの安全確保を行った。
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基本目標Ⅱ　安全で安心できる相談体制の充実

　　取組の方向５　被害者の安全確保

事業概要

報告

年度

　項目

所管課
自己評価

目標数値

実績報告値

事業名 緊急一時保護の実施
№ 15

所管課 男女共同参画課

安全確保の緊急対応が必要な場合は、一時保護施設等に依頼し、ＤＶ
被害者および同伴する子どもを一時保護します。

現状
(平成27年度)

平成29年度 平成30年度
平成31年度
(第3次DV防止

実施計画最終年度)

　緊急一時保護を実施した件数

— 十分達成できた

— —

今後の課題等

・シェルター避難にかかる相談者の待ち時間の軽減

・シェルター避難に関わる福祉関係部署との連携強化（避
難後の生活再建に関する市の福祉支援ついて、相談者が早
く情報を得ることができるような連携体制づくりを進めて
いく。）

11件 5件

取組状況

シェルター避難は、主に自宅への帰宅ができない生命・身
体に危険がある相談者で、頼れる親類等がいない場合の緊
急対応として実施している。
シェルターへの一時保護件数11件のうち、警察の対応件
数が6件、市の対応件数が5件だった。

基本目標Ⅱ　安全で安心できる相談体制の充実

　　取組の方向６　職務関係者の資質向上

事業概要

目標

年度

　項目

所管課
自己評価

目標数値

実績

事業名 ＤＶ相談担当職員のスキルアップ研修
№ 16

所管課 男女共同参画課

相談にきめ細やかに対応するため知識の習得、潜在している危険性を
見抜く力、各種法的制度の理解など、ＤＶ相談担当職員が国や県等が
主催する研修会に積極的に参加し、スキルアップを図ります。

現状
(平成27年度)

平成29年度 平成30年度
平成31年度
(第3次DV防止

実施計画最終年度)

　研修会参加数
※国が実施する研修１回、千葉県が実施する研修２回の継続的な参加
を目標としています。

— 十分達成できた

— 3回以上 3回以上 3回以上

今後の課題等
相談業務経験の浅い職員を中心に研修参加を促し、相談の
質を向上させていく。

13回
8回

(延べ18名参加)

取組状況

相談に関わる職員各自が、内閣府や県主催の研修会などに
参加して業務で活用できる知識の習得に励んだ。

【参加実績】
・（国）内閣府主催研修会 2回（延べ 3名参加）
・（県）千葉県主催研修会 5回（延べ 8名参加）
・（市）スーパービジョン研修　1回（延べ 7名参加）
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基本目標Ⅲ　実効性のある自立支援の充実

　　取組の方向７　被害者の生活再建支援

事業概要

報告

年度

　項目

所管課
自己評価

目標数値

実績報告値

事業名
生活再建に必要なＤＶ相談証明書の発
行

№ 17

所管課 男女共同参画課

住民基本台帳の閲覧制限、児童手当の受給者変更、保険の離脱・加入
等のために必要なＤＶ相談証明書を発行します。

現状
(平成27年度)

平成29年度 平成30年度
平成31年度
(第3次DV防止

実施計画最終年度)

　ＤＶ相談証明書の発行件数

— 十分達成できた

— —

今後の課題等
早急にＤＶ相談証明書が必要となる相談者のため、証明書
の発行にかかる時間を短縮していく。

136件 130件

取組状況
ＤＶ被害者の生活再建（自立支援）や安全確保に必要なＤ
Ｖ相談証明書（住民基本台帳の閲覧制限に関する申出の意
見書を含む）を発行した。

基本目標Ⅲ　実効性のある自立支援の充実

　　取組の方向７　被害者の生活再建支援

事業概要

目標

年度

　項目

所管課
自己評価

目標数値

実績

事業名 就労に向けた支援
№ 18

所管課 男女共同参画課

就労支援に関するセミナー等を実施します。また、千葉県が実施する
講座やハローワークを活用できるよう就労支援に関する情報提供も行
います。

現状
(平成27年度)

平成29年度 平成30年度
平成31年度
(第3次DV防止

実施計画最終年度)

セミナー等の実施回数

— 十分達成できた

— 1回 1回 1回

今後の課題等 相談者に広く講座情報を周知する。

1回 2回

取組状況

男女共同参画センターで「就労支援セミナー」を2回実施
した。
その他、千葉県主催「自立支援のための講座」についても
相談内容に応じて案内した。
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基本目標Ⅲ　実効性のある自立支援の充実

　　取組の方向７　被害者の生活再建支援

事業概要

報告

年度

　項目

所管課
自己評価

目標数値

実績報告値

事業名
施設等退所後に居住する自治体等への
情報提供

№ 19

所管課

男女共同参画課、
子育て支援課、障害
者支援課、介護福祉
課、生活支援課

一時保護時施設退所後の継続的な自立支援の一つとして、ＤＶ被害者
とその子どもの状況に応じて、居住する自治体等に情報提供を行いま
す。

現状
(平成27年度)

平成29年度 平成30年度
平成31年度
(第3次DV防止

実施計画最終年度)

　居住する自治体等への情報提供件数

— 十分達成できた

— —

今後の課題等
情報提供の際は、情報の行き違い等がないよう庁内福祉関
係部署と役割を明確にする。

15件 4件

取組状況
一時保護施設等の退所後の生活再建には、様々な支援が必
要になるため、相談者の希望に応じて新たに居住する自治
体や施設等の関係機関へ情報提供を実施した。

基本目標Ⅲ　実効性のある自立支援の充実

　　取組の方向７　被害者の生活再建支援

事業概要

報告

年度

　項目

所管課
自己評価

目標数値

実績報告値

事業名 保護命令申立てに関する助言・支援
№ 20

所管課 男女共同参画課

保護命令の申立てや申立書の記載方法についての助言や支援を行いま
す。

現状
(平成27年度)

平成29年度 平成30年度
平成31年度
(第3次DV防止

実施計画最終年度)

　裁判所への書面提出件数

— 十分達成できた

— —

今後の課題等
相談に関わる職員が保護命令についての理解を深め、手続
きに関する説明や援助を行えるようにする。

2件 2件

取組状況
安全対策上、保護命令が有効な手段と考えられる相談者に
ついては情報提供を行っている。また、保護命令申立書の
作成等について援助している。
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基本目標Ⅲ　実効性のある自立支援の充実

　　取組の方向７　被害者の生活再建支援

事業概要

報告

年度

　項目

所管課
自己評価

目標数値

実績報告値

事業名 訪問面接の実施

№ 21

所管課

男女共同参画課、子
育て支援課、障害者
支援課、介護福祉
課、生活支援課

ＤＶ被害者の状況に応じて、女性相談員またはＤＶ担当職員が訪問面
接し、ＤＶ被害者の心情整理や自立に向けた支援を行います。

現状
(平成27年度)

平成29年度 平成30年度
平成31年度
(第3次DV防止

実施計画最終年度)

　訪問面接の実施件数（延べ件数）

— 十分達成できた

— —

今後の課題等
緊急的に訪問面接が必要になることを想定した相談体制づ
くりをすすめる。

15件 18件

取組状況

相談のために相談室に来所することが困難な相談者は、他
の公共施設等での訪問、面接を実施し、シェルター避難中
のＤＶ被害者に対しては当該シェルターへ訪問面接を実施
するなどして、福祉支援につなげた。

基本目標Ⅲ　実効性のある自立支援の充実

　　取組の方向７　被害者の生活再建支援

事業概要

報告

年度

　項目

所管課
自己評価

目標数値

実績報告値

事業名 同行支援の実施
№ 22

所管課 男女共同参画課

ＤＶ被害者および同伴者に必要な病院の受診や母子生活支援施設の見
学、施設入所のための面接など日常生活や生活再建に必要な同行支援
を行います。

現状
(平成27年度)

平成29年度 平成30年度
平成31年度
(第3次DV防止

実施計画最終年度)

　同行支援の実施件数（延べ件数）

— 十分達成できた

— —

今後の課題等
同行支援中に、ＤＶ加害者と会うことがないよう安全に配
慮しながら行う。

10件 12件

取組状況
シェルター避難中のＤＶ被害者等に対して、施設入所のた
めの面接の際などに同行支援を実施し、福祉支援につなげ
た。
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基本目標Ⅲ　実効性のある自立支援の充実

　　取組の方向８　子どもに関する支援

事業概要

報告

年度

　項目

所管課
自己評価

目標数値

実績報告値

事業名
子どもの心のケア・発達支援のための
関係部署・関係機関との連携

№ 23

所管課 男女共同参画課

ＤＶ被害者の子どもの心のケアおよび健やかな発達を支援するため、
必要に応じて関係部署や児童相談所と連携を図ります。

現状
(平成27年度)

平成29年度 平成30年度
平成31年度
(第3次DV防止

実施計画最終年度)

　子どもに関係する部署と連携した件数（延べ件数）

— 十分達成できた

— —

今後の課題等
ＤＶ被害と児童虐待は関係することが多いため、子どもの
福祉についても念頭に置きながら相談対応する。

18件 45件

取組状況

ＤＶ被害者の同伴児の支援機関に対し、同伴児が必要な支
援を受けられるよう情報共有を行っている。支援の際、Ｄ
Ｖ被害者の居場所をＤＶ加害者に知られないよう、注意喚
起している。

基本目標Ⅲ　実効性のある自立支援の充実

　　取組の方向８　子どもに関する支援

事業概要

報告

年度

　項目

所管課
自己評価

目標数値

実績報告値

事業名 就学における支援
№ 24

所管課 男女共同参画課

教育委員会と連携し、ＤＶ被害者の子どもの転校における支援を行い
ます。また、学校に加害者の追及がある場合には、対応についての助
言を行います。

現状
(平成27年度)

平成29年度 平成30年度
平成31年度
(第3次DV防止

実施計画最終年度)

　学校関係部署と連携した件数（延べ件数）
※一時保護における件数

— －

— —

今後の課題等
学校へ通学できなくなる子どもについては、新しい居住地
で安心して学校に通学できるように教育委員会等と連携し
て対応する。

6件 0件

取組状況
ＤＶ被害者と一緒にシェルター避難した子ども（小中学
生）はいなかった。
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基本目標Ⅲ　実効性のある自立支援の充実

　　取組の方向８　子どもに関する支援

事業概要

報告

年度

　項目

所管課
自己評価

目標数値

実績報告値

事業名 保育園等の入園における支援
№ 25

所管課 男女共同参画課

ＤＶ被害者が生活再建のために就労できるよう、必要に応じてＤＶ相
談証明書を発行し、同伴する子どもの保育園等の入園のための支援を
行います。また、保育園等に加害者の追及がある場合には、対応につ
いての助言を行います。

現状
(平成27年度)

平成29年度 平成30年度
平成31年度
(第3次DV防止

実施計画最終年度)

　保育関係部署と連携した件数（延べ件数）

— 十分達成できた

— —

今後の課題等
入園手続きで、早急にＤＶ相談証明書が必要となる相談者
のため、証明書の発行にかかる時間を短縮していく。

7件 10件

取組状況
避難後の生活再建において、保育園の入園手続きが必要に
なる相談者にＤＶ相談証明書を発行した。

基本目標Ⅳ　ＤＶ根絶の推進体制

　　取組の方向９　関係機関・関係部署との連携

事業概要

目標

年度

　項目

所管課
自己評価

目標数値

実績

事業名
[重点]　家庭等における暴力等対策
ネットワーク会議の実施

№ 26

所管課 男女共同参画課

ＤＶ、児童虐待、高齢者虐待、障がい者虐待等の家庭における様々な
暴力に対応するため、関係機関で構成されるネットワーク会議の代表
者会議を開催し、情報の共有化を図るとともに連携を強化します。

現状
(平成27年度)

平成29年度 平成30年度
平成31年度
(第3次DV防止

実施計画最終年度)

　会議開催回数

— 十分達成できた

— 2回 2回 2回

今後の課題等
虐待被害者が置かれている状況や関係機関が抱える問題等
を共有し、支援において有益な情報交換をする。

2回 2回

取組状況

家庭内で起こる虐待防止に関係する庁内9部署、庁外17
機関が出席し、４虐待（ＤＶ・児童虐待・高齢者虐待・障
がい者虐待）の対応状況報告や児童虐待問題に関する情報
共有、虐待事例の検討等を行った。
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基本目標Ⅳ　ＤＶ根絶の推進体制

　　取組の方向９　関係機関・関係部署との連携

事業概要

目標

年度

　項目

所管課
自己評価

目標数値

実績

事業名
ＤＶ被害者の保護及び支援に関する会
議の実施

№ 27

所管課 男女共同参画課

ＤＶ被害者支援のため、関係機関・関係部署との個別ケースの支援方
針の確立、支援の経過報告およびその評価を行い、新たな情報を共有
することを目的とした会議を開催します。

現状
(平成27年度)

平成29年度 平成30年度
平成31年度
(第3次DV防止

実施計画最終年度)

　会議開催回数

— 十分達成できた

— 2回 2回 2回

今後の課題等
ＤＶ被害者が置かれている状況や関係機関が抱える問題等
を実務担当者で共有し、支援において有益となる情報交換
をする。

2回 2回

取組状況
家庭内で起こる虐待防止に関係する庁内8課、庁外5機関
が出席し、ＤＶ相談の対応状況報告や事例検討等を行っ
た。

基本目標Ⅳ　ＤＶ根絶の推進体制

　　取組の方向９　関係機関・関係部署との連携

事業概要

報告

年度

　項目

所管課
自己評価

目標数値

実績報告値

事業名 個別ケース検討会議の実施
№ 28

所管課 男女共同参画課

ＤＶ被害者支援のための情報の共有および関係機関・関係部署との個
別ケースの相互連携を目的とした会議を開催します。

現状
(平成27年度)

平成29年度 平成30年度
平成31年度
(第3次DV防止

実施計画最終年度)

　会議開催回数

— －

— －

今後の課題等
複数の福祉支援が必要となる場合は、関係機関を集め個別
ケース検討会議を実施する。

18回 0回

取組状況

男女共同参画課主催での個別ケース検討会議は実施しな
かった。
シェルター避難した2ケースについて、福祉関係機関の支
援者会議に延べ6回参加し、情報共有を図りながら連携し
た。
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基本目標Ⅳ　ＤＶ根絶の推進体制

　　取組の方向９　関係機関・関係部署との連携

事業概要

目標

年度

　項目

所管課
自己評価

目標数値

実績

今後の課題等
ＤＶ被害を受けた女性が足を運びたくなるような企画を考
え広く周知する。

1回 ８回

取組状況

男女共同参画センターを拠点にＤＶ防止啓発活動に取り組
む市民団体（ウィル市川）と協働事業を実施した。

【事業内容】
・ＤＶ被害女性を救うための事業　6回（ゆったりと過ご
せるフリースペース〈アートワークコーナー等有〉を提供
し、悩みを抱える女性に相談窓口の案内などを行ってい
る。）
・ＤＶ被害者サポーター養成講座　２回

— 十分達成できた

— 1回 1回 1回

ＤＶ被害者の支援のための活動をしている団体と連携し、ＤＶ防止の
啓発活動やＤＶ被害者支援のための事業を行います。

現状
(平成27年度)

平成29年度 平成30年度
平成31年度
(第3次DV防止

実施計画最終年度)

　協働事業の実施回数

事業名 ［新規]　支援団体との連携
№ 29

所管課 男女共同参画課
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